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令和２年度母子保健事業の取り組みについて

柏市保健所 地域保健課
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１．主な母子保健事業の推移

（１）柏市妊娠子育て相談センターの利用状況

（２）出生数の推移

（３）妊娠届出数の推移

（４）妊娠届出時におけるハイリスク妊婦（特定

妊婦を含む）の割合

（５）ハイリスク妊婦(特定妊婦を含む）の
経年変化（延件数，転入含む）

（６）乳児家庭全戸訪問事業の推移

（７）幼児健康診査実施状況
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（１）柏市妊娠子育て相談センターの利用状況
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区分 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 令和２年度

総数 延数
（率）

８，１６７
（１００．０）

１０，３１８
（１００．０）

１０，４９２
（１００．０）

９，９７９
（１００．０）

内

訳

妊産婦 延数
（率）

２，９７５
（３６．５）

３，６８４
（３５．７）

３，５６８
（３４．０）

３，５０３
（３５．１）

乳幼児 延数
（率）

３，８５８
（４７．２）

４，８０９
（４６．６）

４，８６０
（４６．３）

４，７８９
（４８．０）

その他 延数
（率）

１，３３４
（１６．３）

１，８２５
（１７．７）

２，０６４
（１９．７）

１，６８７
（１６．９）

センターの利用者は，令和２年度は減少しています。

平成２９年４月よりウェルネス柏内・沼南支所内・１０月より柏駅前，平成３０年４月より市役所内に，
妊娠子育て相談センターを開設した。



（２）出生数の推移
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出生数は年々減少傾向にあります。



（３）妊娠届出数の推移
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3,254件 3,180件 3,215件 3,091件

令和２年度は妊娠届出数は減少しています。



注：令和２年度より，多胎妊婦のハイリスク妊婦の割合算出方法を変更しています。

（４）妊娠届出時におけるハイリスク妊婦
（特定妊婦を含む）の割合

年々，妊娠届出数は減少傾向ですが，ハイリスク妊婦の割合は上昇傾向に
あります。
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単位：％



（５）ハイリスク妊婦(特定妊婦を含む）の
経年変化（延件数，転入含む）
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H29 47 64 44 94 117 55 39
63

※２
63 586

H30 34 170 50 86 112 36 23
180

※２
85 776

R1 43 203 21 53 102 141 48 16 186 60 873

R2 39 210 31 74 99 106 32 29 192 80 892
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※１ 令和元年度より特定妊婦の項目へ変更。
令和元年度まではハイリスク妊婦
「その他（保健師判断）」に含まれていた。

※２ 参考値
・その他特定妊婦…低所得，22週以降，要保護家庭，飛び込み出産等
・その他ハイリスク妊婦…母子家庭，多産婦，身体的疾患，上の子支援中

品胎２人 ①Ｈ29双胎,Ｈ30追加届出
②R2届出

双胎年度またぎ届出２人 R2,R3

単位：件

こころ等の不調がある方，保健師が支援が必要と判断した方が増加傾向にあります。



（６）乳児家庭全戸訪問事業の推移

H29 H30 R1 R2

対象者数 ３，３５４ ３，３５４ ３，２３５ ３，３０９

実施者数 ３，３４４ ３，２９５ ３，１８２ ３，２７１

再掲
面談者（率）

３，２００
（９５．７）

３，１９６
（９５．２）

３，１１２
（９６．２）

３，１６４
（９５．６）
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新生児（おおむね３か月未満）と産婦のいる家庭へ助産師または保健師が訪問
する「新生児・産婦訪問」と，柏市で新生児訪問を受けていない生後４～５か月
までの児のいる家庭へ助産師もしくは保健師が訪問する「こんにちは赤ちゃん訪
問」を併せて，「乳児家庭全戸訪問事業」を実施しています。面談率は横ばい傾
向にあります。



（７）幼児健康診査実施状況
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Ｈ２９ Ｈ３０ Ｒ１ Ｒ２

対象者数 ３，６８６ ３，６６４ ３，６５７ ３，４９０

受診者数 ３，３９１ ３，３４２ ３，２８５ ３，２３７

受診率（％） ９２．０ ９１．２ ８９．８ ９２．８

Ｈ２９ Ｈ３０ Ｒ１ Ｒ２

対象者数 ３，５３５ ３，８５１ ３，８５６ ３，７０８

受診者数 ３，２２７ ３，４６４ ３，３３６ ３，４６７

受診率（％） ９１．３ ８９．９ ８６．５ ９３．５

１歳６か月児健康診査

３歳児健康診査

令和２年度は，１歳６か月児健康診査，３歳児健康診査ともに受診率は向上しています。
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２．令和２年度の重点的な取り組み
（１）妊娠子育て相談センターの充実

・産後フォロー体制整備

・周産期メンタルヘルス支援体制の強化

・支援プランの活用

・母子保健従事者の人材育成

（２）健康づくりを意識した地域活動，母子保健活動の推進
・柏市民健康づくり推進員の委嘱に向けた地域への働きかけ

・地域の健康づくり･子育て支援の推進

・ライフステージ別ポピュレーションアプローチの推進

（３）災害時母子支援体制の整備

（４）新型コロナウィルス感染症対策を講じた母子保健事業，

母子保健活動の推進

（５）不妊治療助成拡充 12
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（1）妊娠子育て相談センターの充実
(子育て世代包括支援センター）

①産後フォロー体制整備

・令和元年１２月改正母子保健法が公布（令和３年４月施行）。
産後ケア事業が市町村の努力義務事業に位置付けられた。

・切れ目ない支援体制の強化のため，令和３年度こども福祉課
からの産後ケア事業移管に向けての協議及び事業移管の準備

ア 既存の母子保健事業との連動の検討
イ フォロー体制の整備
ウ マニュアルの作成
エ 母子保健従事者，乳児全戸訪問担当者への周知
オ 実務見学，引継ぎ等
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②周産期メンタルヘルス支援体制の強化

・ 産科・精神科・行政等による医療機関カンファレンス
（２医療機関）に毎月参加し，ケースの支援の情報共有
等を実施し，ケースの支援体制の充実に取り組んだ。

・令和２年１０月，柏市医師会の会議に出席し，周産期
メンタルヘルスの取り組みについて報告し，意見交換
を行った。

・職員の人材育成として，ケース検討会を毎月開催し，
メンタルヘルスに課題のあるケース等を中心に実施し
アセスメントの強化等を図った。

・令和３年度産後ケアの移管に向けて，各母子保健事業
のなかで切れ目ない支援体制が図れるよう課内で検
討を重ねた。
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●心身の不調があるケース，不安の強
いケース等，子育て世代包括支援セン
ターによるサービス調整・利用支援や
，サービスの提供や関係機関によるモ
ニタリングが必要なケースに対し，対
象者に参加してもらいながら支援プラ
ンを作成。
●妊娠や出産子育てに向けて，母自身
や乳幼児等にとって必要とする母子保
健や子育て支援サービスを適切に選択
して利用できるよう支援している。

③支援プランの活用

17 18
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平成30年度 令和元年度 令和2年度

支援プラン（Ｂプラン）作成件数

（          ）様の子育て応援ケアプラン  R  ．  ．  

児氏名   生年月日    年   月   日  

１．子育てで不安なこと・知りたいこと  

 

 

２．子育てに関して，こうなったらいいなと思うこと  

 

 

３．子育てに関して，支援してほしいこと  

 

 

 

□目標１，お子様の必要な手続きができる  

 □出生届  □健康保険  □こども医療費助成  □児童手当  

 □予防接種ノート    □出生連絡票   □他             

□目標２，お母さんと赤ちゃんの健康管理ができる  

 □新生児訪問     月   日  

 □１ヶ月児健診    月   日  

 □母の産後健診    月   日  

 □他かかりつけ等    月   日  

□目標３，相談先を知ることが出来る  

□目標 4，子育てのサポートを必要なときに受けることができる  

 □家庭訪問       月   日（   ）   時   分  

 □産後ケア事業  

 □産前産後支援  さわやかサービス  

 □保育園申請   □一時保育  □ か し わ ﾌｧﾐﾘｰｻﾎﾟｰﾄｾﾝﾀｰ  □ ｼｮｰﾄｽﾃｲ  

 □福祉資金貸付  □生活保護相談  □母子父子自立支援相談   

             

●次回支援プラン    いつ  

（                ）   

□訪問    □電話   □面談    □その他

（         ）  

 

 

 

 

 

                         

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（       ）様の子育てサポート機関一覧  

機関名  電話番号  担当  備考  

にこにこダイヤル  

かしわ  

7162－ 2525  匿 名 で も 

電 話 で き ま す 

地域保健課  7167－ 1257   

    

    

    

    

令和 2 年度版  

ママ＆ベビー期  

  

※ 新 型 コ ロ ナ ウ ィ ル ス 感 染 症 予 防 対 策 の た

め，変更となる可能性があります。ご利用の

際は，事前に電話でご確認ください。  



専門職面談の満足度について （妊娠子育て相談センターアンケートより）
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図10
図12

④母子保健従事者の人材育成

妊娠子育て相談センター従事者向けに，情報共
有や研修を実施した。

・妊娠子育て相談センターは保健師助産師を配
置し，専門職による面談率100%で妊娠届出や
相談等に対応している。
・相談しやすい雰囲気と感じた方が86.1%，専

門職から説明が聞けて良かったと回答した方が
87.0%，専門職に相談でき安心したと回答した
方が83.5%となっている。いずれも昨年度より
もそう思う方が増加している。
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48.3%
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2.3%

2.4%

9.8%

8.2%
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専門職(保健師,助産師等)に

相談することができ安心した

とてもそう思う そう思う あまり思わない 思わない 覚えていない

35.2%

36.7%

46.6%

50.3%

7.0%

4.6%

2.3%

1.5%

8.9%

6.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

R1

R2

専門職(保健師,助産師等)から

説明が聞けて良かった

とてもそう思う そう思う あまり思わない 思わない 覚えていない
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（２）健康づくりを意識した地域活動，
母子保健活動の推進

①柏市民健康づくり推進員の委嘱に向けた地域への働きかけ
市内の全町会・自治会等の会長に推進員制度の説明及び推進員
の推薦を依頼し，推挙された２６６名を令和３年４月１日付け
で委嘱

②地域の健康づくり･子育て支援の推進
新型コロナウイルス感染症の影響により，母と子のつどい等の
市民参集型事業はすべて中止し，推進員の内部研修を９件実施，
コロナ収束後の活動再開に向けて推進員と共に協議し，感染予
防対策等を盛り込んだ「地域活動の手引き」を作成
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➂ライフステージ別ポピュレーションアプローチの推進
・これまで，個々の担当者が，それぞれの事業の中で行って
いた啓発について，見直しを実施

・人のライフステージに沿う視点で，啓発テーマを組み立て

・紙媒体のパンフレットやチラシは，テーマ毎に整理・格納
し，目的に合う媒体の検索を補助

・専門職が，ハイリスクアプローチのみならず，ポピュレー
ションアプローチとして地域活動等でも活用できる資料を
揃え，効果的な啓発を目指す
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（３）災害時母子支援体制の整備

・母子健康手帳の交付時，「赤ちゃんとママを守る防災
ノート」を配付

・令和３年度は，電子親子手帳にて防災ミニ情報を配信
し，こども健康ルームに防災マップの掲示を行う

・発災後，避難所等の妊産婦や乳幼児に対する健康観察
などの必要な支援を得るため，関係機関との協定締結
に向けて着手

・令和３年度中の協定締結を目指し，関係部署・関係機
関との協議・検討を進める



(４)新型コロナウィルス感染症対策を講じた

母子保健事業，母子保健活動の推進

①新型コロナウイルス感染防止対策に基づく安全な母子保健

事業，母子保健活動の実施
・会場の工夫(レイアウト変更，換気・消毒，会場で健康観察等)

・動線の見直し(人の交差を避ける)

・予約制の導入(人数管理)

・マニュアルの整備，人材育成

②実施方法を集団から個別形式に変更し実施
･駅前すこやかプチルームを予約制とし，個別相談や，初めての出産を

迎える夫婦を対象に個別での沐浴体験等を実施

･栄養士による個別離乳食相談会を開催。

③資料の送付やデジタルツールを活用した啓発
･中止事業は，資料の送付やホームページや電子親子手帳等のツールを

活用した啓発を実施。

･離乳食の作り方や子育て(沐浴，おむつ替え等)の動画を作成。
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（５）不妊治療助成拡充
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・目的
医療保険が適用されず，費用が高額になる特定不妊治療を受ける夫婦
等の経済的な負担軽減を図るために治療費の一部を助成

・対象
特定不妊治療以外の治療法では，妊娠の見込みがない又は極めて少な
いと医師に診断された，法律上の夫婦又は事実婚の関係にある方

・助成対象となる治療
特定不妊治療（体外受精・顕微授精）
男性不妊治療（特定不妊治療の過程で行った，精子を精巣又は精巣上
体から採取する治療）

・拡充の内容
令和３年１月より助成対象及び助成内容等を次のとおり拡充

拡充前 拡充後

所得制限 夫婦合計７３０万円未満 撤廃（所得制限なし）

上限額 初回のみ３０万円２回目以降１５万円
（治療内容により７．５万円）

回数に関わらず３０万円
（治療内容により１０万円）

助成回数 生涯６回まで（治療開始時点の妻の年齢
が４０歳以上４３歳未満は生涯３回まで）

１子ごとに６回まで（妻の年齢が４０歳以
上４３歳未満は１子ごとに３回まで）

婚姻関係 法律婚のみ申請可能 法律婚・事実婚のどちらも申請可能
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３．令和３年度の重点的な取り組み

（１）妊娠期からの切れ目ない支援の充実
・産後ケア事業を通じた切れ目ない支援強化

・産婦健診開始に向けてのフォロー体制整備
・周産期メンタルヘルス支援体制強化・関係機関との連携強化

・支援プランの評価

・母子保健従事者の人材確保，人材育成

（２）健康づくりを意識した地域活動，母子保健活動の推進
・地域の健康づくり子育て支援の推進

・ライフステージ別ポピュレーションアプローチの推進

・新任期を迎えた健康づくり推進員との協働

（３）災害時母子支援体制の整備

（４）新型コロナウィルス感染症対策を講じた母子保健事業，

母子保健活動の推進
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